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上 野 虎 介
は じ め に
本稿の課題は,第1次 通信自由化期(以 下,第1次 自由化期)に おける日本
の通信産業の,構造的特質を明らかにすることである、:
第1次 自由化期 とは,電電公社が民営化 された1985年4月か ら,概ね97年2
月のWTO通 信自由化合意成立までの時期を指す11。この時期に,日 本では電
電公社の民営化と新規事業者(NCC)の参人とによって,そ れまでの電電公
社(1およびKDD)に よる独占体制の排除と競争の導入が試みられた。 しか し,
第1次 自由化期における通信事業者間の競争は一般に 「管理された競争」 と呼
ばれ,そ の競争導入の不十分さが多 くの論者21によって批判されてきた。それ
らの批判に共通するのは,通信事業法(電気通信事業法 ・NTT法・関係法律
整備法)に よる事業規制,そ して規制当局である郵政省(現 総務省)に よる裁
量行政,お よびそれらに規定されたNTTの 独占的地位が,事 業者間の公正有
効競争を阻害してきたという主張である。そのため先行研究の多 くでは公正有
効競争の理念の下に.主 としてNTTの 経営形態のあ り方(分離 ・分割問題)
や事業規制のあ り方の是非が論 じられてきた。
しかしながら,これらの議論は,そ の対象をもっぱら長距離通信部門におけ
るNTTと 長距離NCC3社 との競争関係に限定 したため,移動体通信部門や
1)第1次 通信 自巾化 の時期 に関 して は,明 確な区分があ るわけではない・本稿で は.1997年2月
のWTo通 信 自由化 合意成立以 降に,日 本において も事業規制 の大幅な緩和や 企業の再編,異
業種 ・外資 の参 入の活発化がな された ことか ら,こ のよ うな時期 区分を採用 している。
2)福 家秀紀 『情 報通信産業の構造 と規制緩和』NTT出 版,2000年,奥野正寛 ・鈴村興太郎 ・南















自由化後の 日本の通信産業 の実態 を見 ると,次 の3つ の特徴 を見 出す こ とが
で きる。第1に,通 信事業者数 の増加であ る。 自由化 の開始年で ある1985年と
96年とを比較す る と,第1種 電気通信事 業者(以 下,1種 事 業者)31が7社か
ら138社に,第2種 電気通信事 業者(以 下,2種 事業者)は216社か ら4588社に
増加 した41。1種事業 者の 巾で は,地 域 ・移動体 系NCCの 数が年 を追 うにつ
れて増加 してい るの に対 し,長 距離 ・国際 ・衛星 系NCCの 数 はあま り変化 し
ていない、,第1表は長距離 ・国際 ・衛星系NCCの 参 入事業者 の概 要で ある、
NCCへ の出資者 は,同 表 に見 るよ うに長距 離 ・国際 ・衛星系が 白動車 ・電機
メーカー と商社等で構成されていた.、地域 系はその多 くが電力会社 の子 会社,































































出所;ポ平成9年 版通信 白書』 より,加 筆修正 して作 成,,
事業規制がほとんど存在 しないことや初期の設備投資費用が比較的小額である
ことから,参人事業者数は1種事業者をはるかに凌駕する規模で増加 した。参









データ通信部門に関しては.そ の売 上高を正確に測る統計が存在 しない。 し
か し1種事業者の専用線やその他の項 目(データ伝送等)の 伸び,及び2種事




第2表 第1種事業者のサーピス別売一ヒ高推移 (単位:億 円)
1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996
固定電話 49,50050,98051,72452,14753,11054,64457,71958,720
一専用 4,1604,5814,858 5,5255,678 5,8615,9856,320
無線呼び出し 1,1601,251,1,5061,7872,183 2,7302,889 2,872
携帯・自動車電話 1,3552,4693,3974,6656,080 8,73214,18723,554
PHS 307 2,825
電信 ・電報 626 657 736 806 830 922 981 1,000





第3の 特 徴は,第1種 事業 における競争制限的構造 の形 成で ある。郵政省 は
その自由化政策 の主 目的 を,既 存事 業者(NTT・KDD)と 直接 の競 合関係 に
ある第1種NCCの 保護 と育成 に置いていた。 そのため,郵 政 省は各種 の事業
規制 と裁量 行政 によって,NCCに 有利 な競 争環 境が 作 り出 され る よ うに し
だ1}。その具体 的内容 は,第1に 参入事業者数 の制限(参 人 ・退出規 制)と,
参 人分野 の細分化(業 態規制)で ある。1種 事業者の業務範囲は固定通信部 門
と移動体通信部門.さ らに固定通信部 門が長距離 ・国際 ・地域 ・衛星の各部 門
に細 分化 され た。そ の上 で直接NTT・KDDと 競 合関 係 を持つ 長距 離 ・国
際 ・衛星系NCC71の参 入は,2～3社 に制 限された。 との業 態規 制 は,96年
1月に郵政省が 自ら業務区分の根拠 が存在 しない ことを認め る8ンまで 維持 され
続けた。
第2は,料 金規 制 に よ る事 業者 問 の料金 格差 の維持 で あ る,、これ は特 に
















いった 長距離NCCは とくに大都市間の大企業の通信需要を取 り込んでいっ
た。長距離NCC3社 の トラヒック ・シェアの推移を見ると,96年度の段階で,
NCCは県間通信の35,7%,3大都市間の56,4%のシェアを獲得 している。 こ







しか しNCCは事業立ち ヒげから数年で本業の黒字を達成 したため,新規事業.
の開発やサービスの多様化に投資を振 り向けるインセンテ ィヴは弱かった。市
場の急速な拡大を見せつつあった携帯電話部門を除けば,NCCの関心は主と
9)情 報通信総含研究所 「情報通信ム ン ドブ ック2001年版』情報通信総合研究所,2000年,81ペー
ジ参照。
10)長距離NCCの 早期 のシェア ・営業収益拡大 には。光 フ了イバ網の利用な ど,技 術的な要因 も
存在 した。
11)こう した事態 に際 し.NTTは 再三郵政省 に対 し料金の リバ ランシングを求 め続 けて きた、,こ

























話市場のシェアが徐々にNCCに 奪われてい くという事態に直面 し,時を追う
12〉竹m保 志 「電気通信事業の経営多角化」(舟田正之編 『公益事業の 多角経営 と法規制』 第一法
規出版,1995年)175ペー ジ.、
13)臨時行政調査会事務局 『臨調基 本提 晋一 ・臨時 行政調査会 第3次 答 申」行政管理研究セ ンター,
1982年,108ペー ジお よび275ベー ジ,、
14)詳 しくは,井 上照幸 『電電民営化過程の研究』 エ ルコ,と000年,182ペー シ参照・
第1次通信自由化期における通信産業の構造(499)95
























15)各種有線 通信サ ー ビスの導入時 期 に関 しては.N「TTラー ニ ング ンステム ズ 伽TTのIO年














+専 用線高速 → ← パケット交換
r鋳一1SDN十 ビデオテックス
注:1000回線 未満 は小数点第2位 以下切捨て、1000回線以 上は小数点1位 以下切捨て。
出所:「通信白書各年版 」,およびNTT「有価証券報告書」各年版 よ り作 成・
なるサー ビスを提 供す る ことで ある。専用線 を例 に上 げる と.民 営化 に先立つ
84年11月に,NTTで は従来 の一般専用 回線サ ー ビスに加えて高速 デジ タル伝
送回線 によるサー ビスを開始 した。高速 デ ジタル伝送回線 サー ビスの特長 は,
光 ファイバを利用す ることであ らゆる情報 の高速 ・大容量の伝 送を可能 に した
ことで あ る,,NTTでは当初.64kbit/sから6Mbit/sまで の6つ の伝送容 量.
を用意 した。そ の後,87年11月に3Mbit/sを,90年3月には128kbit/sなど
5品 目を追加す るな ど,よ り高速 ・大容量 のサー ビスの提供 を実現 してい っ
た161、,また,パ ケ ッ ト通信 サー ビスの場 合だ と,企 業 間 ・企 業内での デー タ伝
送 の形態が大型 コンピュー タによる処理か らLANの よ うな分散型 ネ ットワー
クに移行す るの に応 じて,フ レー ム リレー(94年ll月)やセ ルリレー(95年9














デー タ通信サ ー ビスの拡大 を促 す 要因の1つ に,白 由化 後のNTTに よ る
ISDNサー ビスの導 入が あった。ISDNと は音声通信 ,デ ー タ通信,画 像 通信
な どの異 なる通信サ ー ビスを1つ のデジ タルネ ッ トワー クで提 供で きる ネ ット
ワー クのこ とを指す。通信サ ー ビスの多様化に伴 い,従 来 の電話機以外 に多種
多様 な端末が電話網 に接続され るようにな ったが,そ の結 果,互 い に通信で き
ない端末同士の問題 な どが提起 されるよ うになった。 しか し,当 時の通信 ネ ッ
トワー クはそれぞれの目的に応 じて個別 に構築 されてお り.多 種多様 な二一ズ
に応 えるには機能面 ・品質面 ・経済面で限界があ った、,そのため,こ の既存 の
ネ ットワークの限界 を克服 した新 しいネ ッ トワークと して,ISDNが構想 され
たのであ るゆ。
NTTは88年4月 に,世 界 に先駆 けて 「1NS64」の提 供 を開始 した。INS64






の信号チ ャネル(Dチ ャネ'レ:16kbit/s)を提供 し.た とえば通話 を しなが ら
デー タを送信す るな ど,同 時 に2チ ャネルの通信を可能 にした。その翌年 の89
年6月 には,23のBチ ャネル と1つ のDチ ャネルを束 ねた 「INSネッ ト1500」
のサー ビスを開始 した。 これは アクセス回線 に光 フ ァイバを使用 して,Bチ ャ
ネル23本の個 別利 用を可能 に した。 さらに90年6月には、パケ ット通信サ ー ビ
スで ある 「INS-P」を開始 した。 これ によって,送 る情報や相手 の通信機器 に
応 じて,通 話,デ ジ タル通信.パ ケ ット通信 の各モー ドを 白由 にユーザーが選
択で きるよ うになった鋤。
こうしたISDNサ ー ビスの導入に並 行 して,NTrは90年3月 に 「新高度情
報通信 サ ー ビス(VI&P)」構想 を打 ち 出 した。VI&P構 想 とは,高 速 ・広帯
域 化の進んだISDNを 活用 し.① 多彩で質の高い映像 「Visual」を伝送す る,
② ネ ッ トワー クに高 度 「Intelhgent」な情報 処理機能 を持 たせ る,③ 多様 化
した個 人 「Personal」の要望 を満たす ことを基軸 と した通信サー ビスビジ ョン
で ある」1》。NTrで は このVI&Pに よって、新 たな基 本通信 サー ビスおよび高
度通信サー ビスの提供 を理念 として掲 げた。そ してVI&Pで 掲 げた ビ ジョン
の具体 化に向けて,中 期経営計画(1990年度 ～94年度)を 策定 した。さ らに こ
のVI&Pと 中期経営計 画 を受 け継 ぐ形で,94年1月 には 「マ ルチ メデ ィア時
代 に向 けて のNITの 基本構 想及び当面 の具 体的取 り組みについて(マ ルチメ
デ ィア基本構想)」、が発 表 された,、このよ うにNTTは,民 営 化直後か ら90年
代前半 を通 じて,ISDNを 主軸 に,有 線通信サー ビスの多様化を推 進す る体 制
を整 えてい った.
ISDNサー ビスは導 入当初,従 来の加人電話 回線や専用 回線 を利用 した音声
通信 ・デー タ通信の バ ックア ップ として利川 され ることが多か った。 しか し普
及が進むにつ れ,そ の利用形態は新たな,多 様 な形態で のデー タ通信利用へ と
20)NTTラ ー ニ ン グ シス テ ム ズ.前 掲 書 、18ペー ジ。




利用機関 ・業界 利 用 形 態
流 通 業 界
POSシ ス テ ム,店 舗 モ ニ タシ ステ ム
カ ー トの 信 用 照 会
金 融 業 界 営業店情報システム,銀 行税務オンラインシステム
CD/ATM遠隔モニタシステム
ア ミュー ズ メ ン ト業 界
通信 型 カ ラオ ケ シス テ ム,パ ソコ ン通 信
レ ン タ ル ビデ オ ・CDの デ ー タ伝 送
}
CAD業界 企業内 ・企業間CADデ ータ交換






移行 す るようにな った。第3表 は主なISDNの 利 用事例 を」二げてい る。 同表
に見 るように,利 用事 業者 は流通 ・金融 などの民 間業者か ら公共機 関まで様 々
であ り,ISDNの 利用形態 も多岐に亘 っていた,,NTTの調査 に よれば,95年
9月 の段 階で,INSネ ッ ト64の利用 はデー タ系が84%,INS1500の利 用 は
デー タ系が40%,音声 系が49%であ った3呂〕。
3第1次 自由化期の有線通信部門発展の限界
こうして有線 通信部門で は,NTTが 中心 になってサ ー ビスの多様化 ・高度
化が推進 されてい った。 しか し,多 様 化 ・高度 化の主体がNTTで あ った こと
は,新 たなサー ビスの市場 拡大 を遅 らせ る要因で もあ った。NTTの サー ビス
は,し ば しばユーザー側 か らの不満 を招いた、その不満は,第1に,提 供 され
るサー ビスが総 じて高価格で あ り,サ ー ビスの低価格化がユーザーの望 む進度
で は進 まなか った こ とで ある,,第2に,ネ ッ トワー ク高度化 の進 度 の遅 さ,
納期 の遅れ(積 滞)や サ ー ビス提 供地域 の限定 な ど.利 用条件 の悪 さであ っ
???
?
】 NTTラ ーニ ング システム ズ・前掲書 、19ペー ジ.,なお,INSl500は音 声通信 限定の チ ャネ
ルを含むため.デ ー タ通信 と音 声通信 の利用が拮抗 している,、
100(504〉 第173巻第5・6号
この よ うな問題が 生 じる最大 の要因 は,新 た な有線 通信サ ー ピスの領域 で
NTTとNCC間 の競 争関係が成立せず,実 質的 にNTTの1社 独 占体制 が形
成 された ことにあ った。全国規模でNTTと 競 争関係 にあ る長距離NCCは,
長距離通信部 門で早 々に営業黒字 を達成 してお り,新 規 サー ビスの提供 にイ ン
セ ンテ ィヴを もたなか った。そのため,NTTの 新規 サー ビスの提 供 に対 し,
NCCの 同一 サー ビスの提供 は常 に遅れ をとった。た とえばISDNに 関 しては,
国内ではNTTの サー ビス開始 か ら7年 後の95年に,よ うや く長距離NCCに
よるサー ビス開始が なされ た。 また,専 用線 の ようにNCCが 早 くか ら提 供を




移動体通信部門は.自 由化以前か ら90年代 の前半 までは,無 線呼び出 し

































1」本移動通信 TWJ,ト ヨタ 首都圏 ・東海地方 1988年12月
セ ル ラ ー ・グ ル ー プ DDI,電 力 各 社 首都圏 ・東海地方以外の全地域 1989年～
デ ジ タ ルホ ン ・
グ ルー プ
目本 テ レコ ム,
JR各 社
首都圏,関 西 ・東海地方 1994年～
ツ ー カ ー ・ グ ル ー プ DD1,日産 自動 車 首都圏,関西 ・東海地方 1994年一
デ ジ タル ッー カ ー ・
グ ル ー プ




出所:『平成9年 版通信 白書』 よ り,加筆修正 して作成。
自由化当初は,郵政省は1地域2社 体制,す なわち1地域につきNCCが1
社参入し,全国的にNTTと の2社体制を形成する万針をとっだ 弔,,郵政省は










一方 で,既 存事業者で あるNTTは,90年3月 に出された郵 政省告示
「NTl'法附則第2条 に基づき講ずる措置」によって,移動体通信部門を分離
し別会社化することとなった。これは公正有効競争を実現するとい う郵政省の
方針を,NTTに も適用す るために採 られた措置であった。 これ を受 けて
NTTは92年7月に移動体通信事業本部を分社化 し,NTT移動通信網 を設立
した。さらに93年7月にはNCCと 同様 に,首都圏以外の地域 ごとに8つ の地
域会社を設立 し,本社と合わせた9社体制に移行 しだ%




算,③ 設備(局 舎など)の使用条件,④ 研究開発成果の利用などで同等の条
件を課された。このため,た とえばNTT移 動通信網の携帯電話と一般の固定
電話 との間で通諦 をする場合,NTT移 動通信網 はNTTに 対 して移動体
NCCと同じ条件で料金を支払 うことになっだ71。
さらにNTT移 動通信網は,NTTとの関係において独自の規制を課された。
すなわち,① 可能な限 りNTTと 別個の伝送路を構築すること.②NTTと
25)同 上書,257-258ベー ジ 、
26)同 上 書,258-259ベー ジ。,



































売切 り制の導入を機に大幅な値下げが繰 り返された,、このNTT移 動通信網の

















321携帯電話の個人ユーザーの増加について は、価格の低下 とい う経済的要因のみではな く,社 会
的要因 も含めた考察が必要である.し か し木論 文で は,考 察の範囲 は経済的要因に限定 した,
第1次通信自由化期における通信産業の構造 (509)m5
お わ り に
第1次 自由化期を通 じて,日 本の通信産業では競争制限的な構造が基本的に
維持され続けた。規制緩和の推進を主張する論者にとっては,この構造 を批判
し.制度的にいかに有効 ・公正で国際的に通用する競争条件を確立するかが主






あった。その意味で,第1次 白由化期は,後 の第2次 自由化期 と密接な関連性
を持つ時期だったと揖える。
また,第1次 自由化期における事業者の新規事業の展開は,NTlのーISDN
サービスが後にADSLサービスに取って代わられたことなどを例に上げて,
「失敗」としてのみ捉えられることがある。しか しこれにしても,単に事業自
体の失敗うんぬんを問うだけではなく,その新規事業が通信産業の構造転換に
どのような影響をおよぼしたかが,明 らかにされねばならないだろう。
